豪雪地域における介護予防のあり方―「平成18年豪雪」の調査から―
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【目的】「平成18年豪雪」（以下、「18豪雪」）時の介護支援専門員による支援の実態について質的なアプローチを行い、豪雪地域における介護予防のあり方を明らかにする。
【方法】「18豪雪」当時、福井県内で被害の多かった地域の介護支援専門員11名に対し、倫理的配慮を行った上でフォーカス・グループ・インタビューを実施した。福井県外から転入してきた介護支援専門員（以下、転入者）と、他の介護支援専門員（以下、在住者）の発言に差異があることに着目し、発言内容をカテゴライズして比較、検討した。
【結果】"在住者"は、「18豪雪」を特別なものと捉えず、通常の冬と同様な支援を行った。一方、"転入者"は近年まれな大雪という認識で支援をしていたことが次の発言内容から示唆された。１．連れ出すこと：高齢者は屋根雪や道路を除雪した雪に閉じ込められ、また自らも閉じこもっていたため、"転入者"は何とか連れ出そうと自ら除雪し、行政に相談していた。２．不安を受け止めること：家屋の倒壊を恐れて「死んでしまう」など不安の訴えが高齢者世帯に多かった。"転入者"は早い段階で家庭訪問し不安を受容していた。"在住者"はマスコミ報道が過剰なために不安が助長されると受け止めていた。３．細かい健康状態の変化を捉えること："転入者"は細かな健康状態を個別に観察し、緊急対応を含めた予防的な支援をしていた。
【考察】「18豪雪」は"転入者"にとっては近年にない大雪として捉えられたが、"在住者"にとっては今までの経験則の範疇という捉え方であった。「38豪雪」や「56豪雪」と比べて降雪量や積雪量が少ないのが理由と考えられる。しかし、急激な高齢化の進行で地域内で完結できない問題が多くなっている現状もあり、またマスコミ報道等もバイアスをかけて捉えてしまうと考えられた。自分の経験や体験からくる日常生活での慣れが平常時と異なる気づきを妨げる要因になり、予防的支援に至らなかったのではないかと思われる。介護予防活動を計画・実施する際には、自分の経験則のみに頼るのではなく、社会的な背景をも考慮した支援を考える必要があることが示唆された。
【結論】豪雪地域では、雪に対する「慣れ」から「近年にない特別な大雪」を「普通」「当たり前」と捉える傾向があった。今後介護予防活動を展開する際には「慣れ」で状況を判断せず、客観的な情報をもとに判断すべきである。また、高齢者をとりまく社会の変化を考慮した上で介護予防を検討する必要があると考える。






